
令和 7 年 12 月 2 日 

 

令和8年度都区財政調整区側提案事項 

 
特別区は、首都直下地震への備え、超高齢社会への対応、子育て支援策など、

大都市特有の膨大な行政需要を抱えている。さらに、労務単価の上昇や建築資

材の高騰に伴って工事費が増加する中、高度経済成長期に集中的に整備され、

次々に改築時期を迎える公共施設の老朽化対策の着実な実施など、取り組むべ

き喫緊の課題が山積している。 

一方、我が国の経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな

回復を支えることが期待されるが、米国の通商政策の影響による景気の下振れ

リスクに加え、物価上昇の継続、金融資本市場の変動等の影響にも注意する必

要があり、先行きは不透明な状況である。 
そのような中で、これまでの法人住民税の一部国税化やふるさと納税制度等

の不合理な税制改正により、特別区の貴重な税源は一方的に奪われており、特

別区の財政運営は、より厳しい状況にさらされている。 

こうした状況を踏まえ、特別区では区間の相互理解・協力のもと主体的に協

議を行い、現在の社会経済状況の中で特別区が果たすべき役割に的確に対応で

きるよう、都区財政調整区側提案事項を吟味し取りまとめた。 

調整税等の一定割合が特別区の固有財源であることを踏まえ、都においては、

特別区の自主的、計画的な行財政運営を確保する観点から、特別区の調整結果

を尊重し、区側提案に沿った整理が行われるよう協議に応じられたい。 

１ 都区間の財源配分に関する事項について 

大規模な税制改正や、都区の役割分担の変更等が行われる場合には、そ

の影響額を見極めたうえで、特別区に必要な需要額が担保されるよう配分

割合の見直しを行うこと。 

２ 特別区相互間の財政調整について 

投資的経費の見直しに伴う経常的経費への反映など、特別区の実態を踏

まえ、主体的に調整を図った区側提案を基本に、将来にわたって都と区で

連携して取り組む必要がある特別区の需要を含め、当該年度のあるべき需

要が適切に算定されるよう整理すること。 

３ 都区財政調整協議上の諸課題について 

特別交付金、都市計画交付金について、課題の解決に向けて具体的な検

討を進めること。 

資料３



事　　項　　名 区分 内 容 説 明

防犯機器等購入補助事業費 新規 防犯機器等購入補助に係る経費について、新規算定

ガバメントクラウド関連経費 新規 ガバメントクラウドに係る経費について、新規算定

おくやみコーナー運営事業費 新規 おくやみコーナー運営に係る経費について、新規算定

都・区市町村ＤＸ協働運営委
員会経費（人材シェアリング
利用団体応分負担）

新規
人材シェアリング利用団体応分負担に係る経費につい
て、新規算定

男女共同参画事業費 充実
男女共同参画事業に係る経費について、実態に基づき
算定充実

公金取扱手数料（指定金融機
関業務経費）

充実
公金取扱手数料で算定されている指定金融機関業務経
費に係る手数料が改定されるため、実態に基づき算定
充実

区長及び区議会議員選挙公営
費

充実
区長及び区議会議員選挙公営に係る経費について、実
態に基づき算定充実

指定管理者選定等経費 改善
投資的経費に係る標準施設の見直しにあわせ、指定管
理者選定等に係る経費について、実態に基づき算定改
善

区立施設定期点検調査費 改善
投資的経費に係る標準施設の見直しにあわせ、区立施
設定期点検調査に係る経費について、実態に基づき算
定改善

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

民生委員・児童委員活動費 新規
民生委員・児童委員活動に係る経費について、新規算
定

避難行動要支援者個別計画策
定経費

新規
避難行動要支援者個別計画の策定に係る経費につい
て、新規算定

高齢者見守り推進事業費 新規 高齢者見守り推進事業に係る経費について、新規算定

子供食堂推進事業費 新規 子供食堂推進事業に係る経費について、新規算定

令和8年度都区財政調整区側提案事項関係資料

（基準財政需要額の調整項目）

【議会総務費　9項目】

【民生費　10項目】
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事　　項　　名 区分 内 容 説 明

保育人材確保支援事業費 新規 保育人材確保支援事業に係る経費について、新規算定

高校生等医療費助成事業費 新規
高校生等医療費助成事業に係る経費について、新規算
定

共同生活援助等事業費 充実
共同生活援助等事業に係る経費について、実態に基づ
き算定充実

子ども医療費助成事業費 充実
乳幼児医療費助成事業及び義務教育就学児医療費助成
事業に係る経費について、実態に基づき算定充実

第一子無償化への対応 改善
東京都の第一子無償化に伴い、区立保育所等の利用者
負担及び利用世帯の児童に対する保育料軽減に係る経
費について、実態に基づき算定充実・改善

私立保育所施設型給付費等
（処遇改善）

改善
公定価格の見直し（処遇改善等加算の一本化）に伴
い、施設型給付費について、実態に基づき算定改善

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

予防接種費（帯状疱疹） 新規 予防接種（帯状疱疹）に係る経費について、新規算定

母子保健指導費（両親学級） 充実 両親学級に係る経費について、実態に基づき算定充実

衛生総務費（自動体外式除細
動器（ＡＥＤ））

改善

投資的経費に係る標準施設の見直しにあわせ、自動体
外式除細動器（ＡＥＤ）係る経費について、実態に基
づき算定改善するとともに、民間施設設置に係る経費
について、新規算定

予防接種費（高齢者肺炎球
菌）

改善
予防接種（高齢者肺炎球菌）に係る経費について、実
態に基づき算定改善

予防接種助成事業費（帯状疱
疹ワクチン）

改善
予防接種助成事業（帯状疱疹ワクチン）に係る経費に
ついて、実態に基づき算定改善

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

作業運営費（粗大ごみ収集運
搬委託・粗大ごみ処理手数
料）

改善
粗大ごみ処理手数料及び粗大ごみ収集運搬委託につい
て、実態に基づき算定改善

【衛生費　5項目】

【民生費　つづき】

【清掃費　1項目】
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事　　項　　名 区分 内 容 説 明

商工振興費（中小企業関連資
金融資あっせん事業（脱炭素
化関連））

新規
中小企業関連資金融資あっせん事業（脱炭素化関連）
に係る経費について、新規算定

公衆浴場助成事業費 改善
公衆浴場助成事業に係る経費について、実態に基づき
算定改善

【態容補正】農漁業振興経費 改善
農漁業振興に係る経費について、実態に基づき算定改
善

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

住宅対策費（住宅セーフティ
ネット関連経費）

新規
住宅セーフティネット事業に係る経費について、新規
算定

事　　項　　名 区分 内 容 説 明

【小・中学校費】学校職員費
（校内別室指導支援員）

新規 校内別室指導支援員に係る経費について、新規算定

【小・中学校費】学校運営費
（電気料・ガス料・水道料）

充実
学校運営費で算定されている電気料・ガス料・水道料
について、実態に基づき算定充実

【小・中学校費】学校法律相
談事業費

充実
学校法律相談事業に係る経費について、実態に基づき
算定充実

日本語適応指導事業費 充実
日本語適応指導事業に係る経費について、実態に基づ
き算定充実

いじめ問題対策委員会等経費 充実
いじめ問題対策委員会等に係る経費について、実態に
基づき算定充実

文化財保護普及事業費 充実
文化財保護普及事業に係る経費について、実態に基づ
き算定充実

私立幼稚園施設型給付費（処
遇改善）

改善
公定価格の見直し（処遇改善等加算の一本化）に伴
い、施設型給付費について、実態に基づき算定改善

【経済労働費　3項目】

【土木費　1項目】

【教育費　7項目】
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事　　項　　名 区分 内 容 説 明

都区連携経費 新規

将来にわたって都と区で連携して取り組む必要がある
特別区の事業について、新規算定
①「ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクト」などを踏まえた
　災害対応等経費
②「少子化対策の推進に向けた論点整理 2025」など
　を踏まえた少子化対策経費
③「ゼロエミッション東京戦略」などを踏まえた脱炭
　素関係経費

学校等情報配信システム関連
経費【議会総務費】【民生
費】【教育費】

充実
学校等情報配信システム運用に係る経費について、実
態に基づき算定充実するとともに、安全安心メールシ
ステム保守費用について、算定縮減

副食費の無償化（保育所等） 充実
区立保育所等の副食費について、実態に基づき算定充
実

再任用職員住居手当支給開始
に伴う標準給及び再任用（短
時間）職員給与の見直し

改善
令和7年度から再任用職員に対する住居手当の支給が可
能になったことを踏まえ、標準給の単価及び再任用
（短時間）職員給与について、実態に基づき算定改善

公共施設ＬＥＤ灯切替事業に
伴う電力消費量の反映

改善
公共施設ＬＥＤ灯切替事業に伴い、標準施設の電気料
について、実態に基づき算定改善

投資的経費の見直しに伴う経
常的経費への反映

改善
投資的経費に係る標準施設の見直しにあわせ、施設の
維持管理運営費等の経常的経費について、実態に基づ
き算定改善

経常的経費の一部に係る物騰
率の算出方法の見直し

改善
経常的経費の役務費の一部及び委託料に係る物騰率の
算出方法について、算定改善

特別交付金 －
安定的な財政運営とともに、透明性・公平性を高める
よう、算定ルールを見直す

都市計画交付金 －
都区の都市計画事業の実施状況に見合った財源が確保
されるよう、抜本的に見直す

【その他　9項目】
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